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研究・開発としては，建設省の主

導で，96年に民間21社によるAHS

（Advanced cruise－assist Highway

Systems）研究組合が結成され，走行

支援道路システムの研究・開発を推

進している。これは，自動車と道路

との協調を図るものである。また，

運輸省の指導の下に，ASV（Ad -

vanced Safety Vehicle）のプロジェク

トが91年度から進められている。AHS

研究組合とASVプロジェクトは，

2000年に共同実験を計画している。

ITSの動向と今後の技術課題
Trends in ITS and Key Technologies for Future Development

高度道路交通システム（ITS: Intelligent Transport Systems）とは，通信技術や情報処理技術などの広範な最

先端技術を利用して，交通の安全性・輸送効率・快適性を高め，更には交通の円滑化による大気汚染の軽減など，

環境保全にも大きな効果をもたらすことが期待されている。そのため，内外において，国家的事業としての研究・

開発が進められている。また，ITSは，新産業創出と経済活性化の牽引（けんいん）力としても期待されている。

As intelligent transport systems (ITS) provide an effective means to solve serious traffic problems, strenuous efforts to develop

and deploy ITS are being made by major countries. The promotion of ITS improves the safety, efficiency, and comfort of

transportation by advanced communication and information processing technologies, and the resultant smoother traffic flows

significantly contribute to the reduction of air pollution. It is also anticipated that ITS will be a driving force for economic vitalization

and lead to emergence of new industries.

This paper describes the efforts for realization of ITS in various countries, and discusses necessary tasks for the future

development of ITS.

ITSは技術の集合体

ITSは，最先端の通信・情報処理

技術などにより，交通事故，渋滞，

大気汚染などの問題を解決し，安全

で快適な交通を実現するものとし

て，各国でその導入に積極的に取り

組んでいる。ITSは，様々な技術の

集合体である（囲み記事参照）。

ここでは，まず，わが国及び世界

各国のITSへの取組みの現状と動向

について解説し，次に，ITSの将来

の更なる発展に必要な技術課題につ

いて述べる。

わが国での ITSの動き

わが国では，交通事故による死者

数は年間約1万人に達し，更に，高

齢者の交通事故が急増している。ま

た，交通渋滞による損失は年間12兆

円に上る。これらの問題は，最新の

通信・情報処理技術による適切な情

報提供や操作支援などによって解決

できる可能性が高く，ITSに対する

期待は大きい。

わが国のITSの歴史は古く，図１

のような形で進展してきた（1）。1996

年には5省庁（注1）が“高度道路交通シ

ステム推進に関する全体構想”を策

定し，日本のITS実用化のマスター

プランとなっている。また，5省庁

と道路・交通・車両インテリジェン

ト化推進協議会（VERTIS）により，

日本のITSアーキテクチャが策定さ

れた。これは，ITSを構成するサブ

システム間の相互運用性の確保を目

指している。
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の事例としては，高知県でのデマン

ドバス（利用者に合わせてルート変

更など，柔軟な運行が可能なバス）

の実証実験計画，静岡県天城湯ヶ島

町のヒューマンナビゲーションシス

テム（観光客に対する携帯情報端末

によるナビゲーション），愛知県

ITS協議会を中心とした中部新国際

空港と愛知万博におけるITS関連プ

ロジェクト，（財）自動車走行電子技

術協会の電気自動車による都心レン

タカーシステム（横浜市ほか）とセカ

ンドカーシステム（東京都多摩市）な

どのプロジェクトが進行中である。

一方，民間でもITS関連商品が急

速に普及している。特に，カーナビ

の普及は目覚しく，矢野経済研究所

によれば，99年の国内出荷台数は前

年比27.9 %増，2000年には同22.9 %

増で2,000億円を超える市場になる

と予測されている。最近では，大容

量DVD－ROMを生かした高機能

DVDナビが人気を集めている。ま

た，インターネットなどによる車両

への情報提供サービスがいくつか始

まっている。これらのITS関連の経

済効果は，電気通信技術審議会によ

れば，図２のように試算されている。

最近の例としては，トヨタ自動車

（株）が，列車とバスの長所を融合し

た新交通システム（IMTS：Intelli-

gent Multimode Transit System）を

開発している。これは，専用道路で

は隊列走行（先頭バスだけ運転手が

乗り，後ろの何台かのバスは自動追

従走行する）をして，一般道路では

通常の手動運転をする。当社は，全

体の管制システムを担当している。

また，矢崎総業（株），東京大学及び

当社では，駐車場へのガイド，駐車

場内での運転支援をする駐車場ガイ

ド運転支援システムを共同開発して

いる。

各国の ITSへの取組み

米国

米国では，連邦DOT（Department

of Transportation：運輸省）が中心

となりITSを推進している。代表的

な推進団体としては，90年に連邦

DOTの公式諮問機関委員会として

建設省では，上記の路車協調の

ための共通的な道路インフラをITS

の共通プラットフォームと位置づ

け，これを“スマートウェイ”と呼

んでいる。99年2月には，スマート

ウェイ推進協議会が設立され，この

導入展開の構想作りを推進している。

既に実用化，あるいはそれに近い

システムもある。例えば，渋滞など

の交通情報をカーナビゲーションシ

ステム（以下，カーナビと略記）に提

供する道路交通情報通信システム

（VICS：Vehicle Information and

Communication System）は，世界

に先駆け96年4月に運用を開始して

以来急速に普及している。また，料

金所で停止せずに電子的に料金を支

払えるノンストップ自動料金収受シ

ステム（ETC：Electronic Toll Col-

lection）は，99年度に実用化予定で，

既に，東京湾アクアラインや小田原

厚木道路などで試験運用中である。

このような国家的な広がりを持つ

活動のほかに，地域へのITSの導入

も進められている。文献（2）には，代

表的事例が述べられているが，最近

ITSの動向と今後の技術課題

特
集

ITSは単一システムではなく，様々
なサブシステム，例えば，ナビゲーシ
ョンシステムの高度化，自動料金収受，
安全運転の支援，交通管理の最適化，
道路管理の効率化，公共交通の支援，
商用車の効率化，歩行者の支援，緊急
車両の運行支援などを行うシステム集
合体である。
しかし，基本的な部分としては三つ

の構成要素から成るだろう。
（１）インテリジェント化された道路

と，路側センサ・情報処理装置ネ
ットワーク

（２）総合交通情報センター群のネッ
トワーク

（３）インテリジェント化された車両

他業種のネットワーク�
総合交通情報センター�
などのセンター群�

路車間通信�

インテリジェント化された道路の�
路側センサ・情報処理装置ネット�
ワーク�
� インテリジェント化された�
車両�

車両に関する情報は，道路に沿って
設置されたセンサと通信装置から収集
される。これらはネットワークを介し
てセンター群に運ばれる。逆に，ある
センターからの情報は，逆の経路で車
両に提供される。（１）は現在の道路監視
システムや施設管制システム，（２）は交

通管制システム，（３）はカーエレクトロ
ニクスの延長線上にあり，それらの技
術的蓄積や経験が極めて重要なものと
なる。
ITSには，これらの基本的な構成要
素に，更に衛星放送など多彩な構成要
素が加わる。

 ITSの基本的構成要素��

ITSの共通的なプラットフォームを形成するインテリジェント化された道路，車両及びセンター群
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発足したITS Americaがある。ITS

Americaは連邦DOTと，95年には

“National ITS Program Plan”を，

96年には“United States National

ITS Architecture”を発表した。前

者は，ITSサービスの体系化であり，

後者は互換性と標準化を目的とした

システムの体系化と言えよう。

州のITSに対する取組みも盛んで

ある。例えばカリフォルニア州では，

加州道路局（CALTRANS）とカリフ

ォルニア大学が中心となっている

PATH（ Partners for Advanced

Transit and Highway）Programが

86年から研究・開発を推進している。

連邦DOTのITS政策は，91年に

ISTEA（Intermodal Surface Trans-

portation Efficiency Act）として法

律化されたが，その終結後にTEA

21 （Transportation Equity Act for

the 21st Century）が発効した。こ

の法律は，98年度から2003年度の6

年間の全運輸予算を規定している。

この法律では，上記のUnited States

National ITS Architectureに従うこ

となどを条件として，従来は道路整

備に使われていた一般的な予算をITS

に利用することを可能にしている。

連邦DOTは，AHS研究も進めて

きたが97年に終了し，その後，IVI

（Intelligent Vehicle Initiative）構想

を推進している。そのゴールは，

“ドライバー支援製品の開発，導入，

商業化を加速することにより，衝突

と事故を減らす”としている。IVI

の活動例としては，連邦公共交通局

（FTA：Federal Transit Adminis-

tration）によるバスの事故傾向の分

析や，優先的ユーザーサービスの作

成などがある。ペンシルバニア州

DOTでは，バスへの後部衝突防止

と車線変更に関するデモンストレー

ションを実施している。

また，除雪車の運転支援について

の研究・開発も盛んである。積雪時

の低視界環境では，除雪車は道路逸

脱の危険があり，その結果，主要道

路が通行止めになる恐れもある。ミ

ネソタ州DOTは，ミネソタ大学，

3M社などと協力し，高精度位置同

定と電子地図とによる横方向制御

や，磁気テープによる横方向制御な

どの研究をしており，98年から2000

年までの計画でフィールド試験を実

施している。同様な研究は，カリフ

ォルニア州やアイオワ大学でも実施

している。

欧州

欧州では，85年に設立された研究

調整機関（EUREKA：European Re-

search Coordination Agency）と欧

州連合（EU：European Union）とが

推進してきたが，91年にEUの資金

提供で設立されたERTICO（Euro-

pean Road Transport telematics

Implementation Coordination Orga-

n i za t i on）が，米国における ITS

Americaのような位置づけで，全欧的

取組みをしている。

プロジェクトとしては，PROME

THEUS（86－94），DRIVE（89－91）

とDRIVEⅡ（92－94）があったが，

欧州委員会第13総局（DGⅩⅢ）が組織

するT－TAP （Transport Telematics

Applications Programme）がDRI-

VEⅡの後継として94年に開始され

ている。また，欧州委員会第7総局

（DGⅩⅡ）が，TEN－T（Trans－Euro-

pean Network for Transport）プロ

ジェクトを95年から99年の予定で

推進している。

その他の国々

アジアとオセアニアの国々でも，

ITSに積極的に取り組んでいる。中

国では，人口約12億人の30％近く

が都市部に集中し，交通渋滞に悩ん

でいる。そのため，上海と北京への

交通管制システムの導入，ETCと有

料道路展開，商用車のGPS（Global

Positioning System）導入を図って

いる。香港も，高い車両密度による

渋滞が問題となっているが，93年に

はETCをクロスハーバートンネル

に導入するなど，ITS導入は早い。

オーストラリアは，交通管制技術

としてSCATS（Sydney Coordinate

Condition Adaptive Traffic System）

を独自開発し，アジア，米国，南米

などの多くの都市で採用されてい

る。これは，道路の混雑状況に合わ

せて，信号や標識などを総合制御す

るものである。

南米のアルゼンチンは，90年代の

交通需要の急増によって，都市部の

大気汚染や交通事故が深刻化した。

そのため，ITS導入に積極的であり，

96年にはブエノスアイレス周辺の高

速道路でETCが導入され，同市に

は交通管制システムが導入された。

図２． ITSの情報通信関連分野の市場規模　　2015年のサービス市場は，市場全体の65%に
成長すると推定される。
Projected future scale of ITS market
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インターネット／イントラネット関

連の技術が重要になる。当社では，

電力系統システムへのイントラネット

技術の適用などの研究をしており（3），

同様な検討がITSにおいても最重要

課題の一つと考えられる。

安全性・信頼性技術

従来でも，原子力，電力，宇宙，

航空，金融，鉄道などに関するシス

テムでは，高度な安全性や信頼性が

要求されてきたが，ITSの場合には，

ドライバーや歩行者など，人間系を

包含し，複雑で多様な交通状況を対

象とする点で，これらの分野以上に

安全性・信頼性設計に対する配慮が

必要となる。また，国際的に見て，

安全性・信頼性に対する要求は厳し

くなりつつある。

現在，日本でも国際安全規格IEC

61508がJIS化される予定であり，強

制力を持つようになると考えられ

る。この規格では，詳細なリスクア

セスメントと安全設計が確実に実施

されたことを文書化することが義務

づけらており，設計支援技術に対す

る新しい要求となる。

また，設計時だけで安全性を確保

することは難しく，大規模システム

診断技術が必要になる。大規模シス

テム診断技術としては，例えば，当

社では，原子力プラントにおいて，

様々な状態量の微小な変化パターン

からその原因を早期に予測診断する

システムを既に実用化・納入してき

ているが，ITSでも同様な目的のた

めの新しい診断技術開発が必要にな

ろう。

車載情報処理技術

この技術も，現在のITSのキー技

術であり，当社でも，車両中の高雑

音環境での音声認識技術や，狭いス

ペースで高機能の情報機器を実現す

るシステムLSI技術などを提供して

高速道路の約10,000 kmは民営化さ

れ，コンセションと呼ばれる。国境

通過手続きの効率化にもITSは期待

され，ブラジル－チリ－アルゼン

チン幹線道路でITS導入を進めてい

る。ブラジルとチリも80～90 ％の

人口が都市に集中し，ITSに対する

同様の期待と動きがある。

ITSの発展のための技術課題

以上のようにITSの推進は世界的

な趨勢（すうせい）であり，その研

究・開発と実用化は着実に進んでい

る。しかし，ITSの更なる高度化と

統合を進めるには，解決すべき技術

課題が多く残っている。以下では，

それらについて述べる。

情報通信ネットワーク技術

現在でも，専用狭域通信（DSRC：

Dedicated Short Range Communi-

cations）などの無線通信技術やネッ

トワーク技術はITSのキー技術とな

っており，当社でもETC用の無線

通信システムや，道路監視などのた

めの映像通信総合システム（VCTS：

Visual Communication Total Sys-

tem）など，多くの実績がある。

将来のITSでは，これらの技術の

高度化に加え，ネットワークコンピ

ューティング技術など，現在盛んに

研究されている技術の利用が重要と

なる。将来のITSはネットワーク化

が更に進展すると考えられ，その場

合には，広域に分散した情報処理装

置に対する遠隔プログラムロードや

遠隔診断などの運用・保守技術に加

えて，情報処理装置群による協調分

散方式やエージェント技術（注2）が重要

になる。また，上位の交通管制セン

ター群は，物流センターやAHSセン

ターのほか，金融システム，鉄道や

海運システムなどとのネットワーク

化も考えられ，セキュリティ技術や

いる。

この分野の技術は，この特集の別

論文に記載されているが，将来の

ITSでは，これらの技術を更に発展

させる必要がある。特に，安全性に

関する技術が車載装置についても重

要になる。車載装置を通しての情報

提供や運転支援は，提供のしかたが

適切でないと，むしろ短所となる。

このような問題を解決していくに

は，ヒューマンファクタの研究が重

要となる。

交通解析アルゴリズム

既に述べたように，アジアや南米

では交通管制に対する期待は大き

く，今後の交通管制センターは広域

化と高度化が進むと考えられる。ま

た，物流管制センターとか，ＡＨＳ

センターとか，新しい機能に対応し

た中央指令センターの出現も考えら

れる。

このような場合，これらの管制セ

ンターのためのアルゴリズム開発が

重要になる。例えば，交通需要や交

通流の予測，センサ情報の集約化，

状態推定，施設監視，遠隔診断，物

流制御，路車協調など，様々な分野

において，アルゴリズムの高度化が

求められると考えられる。

画像情報処理技術

画像情報処理技術は最近の急激な

コンピュータ性能向上により，急速

に実用化されているが，限定された

環境を除いては，人間の認識力に及

ばない。これは，人間による認識が，

単に信号処理だけに基づくのではな

く，知識をも利用しているためと言

われる。一方，交通管制の大規模化

に伴い，監視画像の自動認識のニー

ズがますます高まると考えられる。

車両についても，障害物や道路白線

の自動認識に基づくサービスが導入

されつつあり，知識なども併用した

新しい認識方式の研究を基礎研究と

して地道に進める必要がある。
（注2） エージェント（代理人）と呼ばれるソフトウェアが，利用者の代理人となってネットワーク上

の様々な作業を代行する技術。

特
集
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画像情報処理を利用したシステム

は，交通管制と道路監視，車載装置，

いずれの分野でもしばらくは，最終

的な判断は人間に頼る人間支援型の

システムにならざるを得ない。しか

し，適用環境を限定したり，画像以

外の他のセンサ信号とのデータフュ

ージョンや，支援のためのインタフ

ェース方式など，システム的なアプ

ローチによって実用化は可能であ

る。このようなアプローチには，知

識工学，ファジー，ニューラルネッ

トなどの知能情報処理技術も重要と

なる。

ソフトウェア構築技術

現在の多くのシステムは，ソフト

ウェアに大きく依存しており，その

品質はシステムの信頼性を左右す

る。そこで，高品質のソフトウェア

を構築するための様々な方法が研究

されている。例えば，CASE（Com-

puter Aided System Engineering）

と呼ばれる一群の研究があるが，機

器の動きを図で表現し，そこからプ

ログラムを自動生成するなど，ソフ

トウェア構築支援のための様々な技

術が開発されている。また，オブジ

ェクト指向（注3）手法により，プログ

ラム再利用性を高め，結果的に信頼

性を上げる研究もある。また，ひと

まとまりのプログラムを分散オブジ

ェクト（注4）として定義し，それらを

統合することによって大規模プログ

ラムを実現するCORBA（Common

Object Request Broker Architec-

ture）と呼ばれる規約があり，それ

に基づくソフトウェア構築ツールも

市販されている。更に，プログラム

の動きの様々な可能性を効率良くチ

ェックする方式の研究などもある。

これらの技術はいまだ完全なものと

は言えないが，今後，ソフトウェア

の大規模化は必須なので，地道に研

究を続ける必要がある。

ソフトウェア技術には，このよう

な基礎的研究に加えて，経験の蓄積

が重要であり，ITSのような新シス

テムに対しては，ほかの多くの大規

模システム構築のノウハウを有効利

用することが重要になろう。

以上の課題を表１にまとめる。

たいせつな官民協力

以上，ITSの現状と，その更なる

発展のための課題について述べた。

ITSは世界各国で官民挙げて推進さ

れており，着実に前進しているが，

いっそうの高度化と統合のために

は，過去に実現された大規模システ

ムでの技術的蓄積を有効利用すると

同時に，新たな技術的課題の解決に

挑戦していくことが必要となる。今

までに挙げた技術課題については，

それらだけで尽くされているわけで

はなく，いくつかの例を挙げたに過

ぎない。しかし，それらの例におい

ても，ITSの必要とする技術，知識，

経験が極めて広範なことがわかる。

これに対応することは，一つの会社

や業種だけでは難しく，会社間や業

種間の協力，官民の協力などが極め

て重要になる。
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表１．ITSの今後の発展のための技術課題
Important technologies for future progress of ITS

情報通信ネットワーク技術

安全性・信頼性技術

車載情報処理技術

交通解析アルゴリズム

画像情報処理技術

ソフトウェア構築技術

ネットワークコンピューティング技術など

国際安全規格に基づく設計技術，大規模システム診断技術など

ヒューマンインタフェース技術，システムLSI技術など

交通需要予測，交通シミュレーション技術の高度化など

知識を併用した理解方式，データフュージョンなど

高品質ソフトウェア構築技術の高度化

重要技術領域 重点検討課題

（注3） 関連するデータと，そのデータを扱う手順を含んだソフトウェアの構成単位をオブジェクトと
呼び，このように定義されたオブジェクトをベースに分析，設計，開発を進めていく，ソフト
ウェアの範例の一つをオブジェクト指向と呼ぶ。

（注4） オブジェクトをネットワーク上に分散して，効率良くシステムを運用できるシステムを分散オ
ブジェクトと呼ぶ。


